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�愛媛県告示第７７０号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７７１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…５０２
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○ 愛媛県武道館柔道用床転換システムの製造（改修）…………………………………………………………………………………（文化・スポーツ振興課）…５０２

○ 生産事業者講習会の開催………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…５０３
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○ 愛媛県市町村職員共済組合公告………………………………………………………………………………………………………………………（市町振興課）…５０４

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０１００３３４ 一般社団法人在宅ケア
センターひなたぼっこ

松山市平井町甲３２５０－
５ 安 藤 眞知子 児童発達支援 一般社団法人在宅ケア

センターひなたぼっこ
松山市平井町甲３２５０－
５

平成２５年
５月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２４８２号 平成２５年６月２８日

平成２５年６月２８日金曜日 第２４８２号

愛 媛 県 報

４９９
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�愛媛県告示第７７２号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

四国中央市 川之江町の２１ 平成２３年度から
平成２４年度まで

四国中央市の
地籍図及び地籍簿

今治市 馬越町１丁目等
６単位区域

平成２３年度から
平成２４年度まで

今治市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２５年６月２８日

�������
�愛媛県告示第７７３号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２５年６月２８日から７月１１日まで

�愛媛県告示第７７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０２００５０５ 特定非営利活動法人ぽ
こあぽこ・はぁと

今治市波止浜字高部下
１４５番地１ 高 橋 亜 土 就労継続支援

Ｂ型 リアン 今治市波止浜字高部下
１４５番地１

平成２５年
５月１日

３８１１４００２７８ 株式会社野村福祉園 西予市野村町野村１２号
１５番地 和 氣 數 男 就労継続支援

Ｂ型 レインボーアグリ
西予市野村町野村大字
タカヤ１２号５０７番地の
１・５３８番地の２（野
村町野村１２－４６）

平成２５年
５月１４日

３８１０４００２３８ あさひみらい株式会社 八幡浜市真網代丙６２４
番地１ 三 瀧 小百合 就労継続支援

Ｂ型
わくわくみらい館やわ
たはま 八幡浜市４３５番地１８ 平成２５年

５月２４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久米垣生線
松山市北井門四丁目３４５番２から

同市古川南三丁目１３５１番１まで

旧 １１．２～９２．６ １．３０６

新 １１．２～７１．３ １．３０６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市北井門二丁目２００番２地先から

同市古川南三丁目１３４９番１まで
平成２５年６月２８日

愛 媛 県 報平成２５年６月２８日 第２４８２号

５００
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�愛媛県告示第７７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

八幡浜市真穴土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出が

あった。

平成２５年６月２８日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

退 任

�������
�愛媛県告示第７８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

八幡浜市真穴土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨の

届出があった。

平成２５年６月２８日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

�������
�愛媛県告示第７８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

吉田町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２５年６月２８日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

�愛媛県告示第７７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７７８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年６月２８日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第７８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久米垣生線
松山市保免上二丁目１５４番１地先から

同市保免上二丁目３０９番１地先まで

旧 ９．１～３７．９ ０．１２９

新 ９．１～３６．３ ０．１２９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市保免上二丁目１５５番１地先から

同市保免上二丁目３１１番４まで
平成２５年６月２８日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第１７号

平成２５年６月１８日

伊予郡松前町大字北黒田字勢田８０５番１、８２８番１、８２８番３、８２８番４、８３

０番、８３１番２、８３１番４、８３８番１

伊予郡松前町大字西古泉２８５番地１

有限会社アットホーム

代表取締役 田 原 信 幸

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 田 善 正 八幡浜市真網代丙６８６番地

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

理 事 大 本 定 一 八幡浜市穴井６０３番地 八幡浜市穴井６０５番地

愛 媛 県 報平成２５年６月２８日 第２４８２号

５０１
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県武道館柔道用床転換システムの製造（改修）

� 製造物品名及び数量

愛媛県武道館柔道用床転換システムの製造（改修） 一式

� 製造物品の内容等

仕様書による。

� 納入期限

平成２６年１月３１日（金）

� 納入場所

愛媛県松山市市坪西町５５１番地

愛媛県武道館主道場

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「機械器具類」について平成２３年

度、平成２４年度及び平成２５年度の製造の請負等に係る一般競争入

札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該当

するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告に示した製造の請負を納入期限までに確実に遂行で

きる体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 平成２０年４月１日から平成２５年３月３１日までの５年間に、国、

地方公共団体又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第３項に規定する指定管理者と、柔道用床転換システムを

納入した実績を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部地域振興局文化・スポーツ振興課管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２９７０

�愛媛県告示第７８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宿毛津島線
宇和島市津島町御内１９４８番１地先から

同町御内１９４４番２まで

旧 ５．８～８．６ ０．１５２

新 ８．７～１８．５ ０．１５２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宿毛津島線
宇和島市津島町御内１９４８番１地先から

同町御内１９４４番２まで
平成２５年６月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８１号
北宇和郡松野町大字蕨生１４６５番１から

同大字１４７２番２まで
平成２５年６月２８日

愛 媛 県 報平成２５年６月２８日 第２４８２号

５０２



� 入札書の受領期限

平成２５年８月８日（木） 午後２時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２５年８月８日（木） 午後２時００分

愛媛県庁第二別館５階土木部入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

製造の請負を納入期限までに確実に遂行できることを証明する

書類を、入札書の提出に先立って提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した製造の請負を納入期限までに確実に遂行で

きると知事が判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低

価格をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be manufactured：

Automatic system for placing and removing１０８８ tatami（judo）

mats in“Ehime Prefectural Budokan”，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，８ August，２０１３

� For further information，please contact： Culture and Sports

Promotion Division，Regional Promotion Subdepartment，

Planning and Promotion Department，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２９７０

�������
�公 告

生産事業者講習会の開催について

林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１１条第１項の規定に基づき、

生産事業者講習会を次のとおり行う。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 開催の日時

平成２５年９月５日（木） ９時

２ 開催の場所

上浮穴郡久万高原町菅生

愛媛県農林水産研究所 林業研究センター 展示研修施設 研

修室

３ 受講申込期限

平成２５年８月２９日まで。ただし、郵送による場合は、同日まで

の消印があるものは、受け付ける。

４ 受講申込書の請求先及び提出先

住所を所管する地方局森林林業課、支局森林林業課若しくは農

林水産部森林局森林整備課

�������
�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成２４年１２月２８日付け公告）を次のとおり変更した。

平成２５年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心とし、

国又は関係都道府県との連携の下、資源調査体制の充実強化を

図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成２４年及び平成２５年の知事管理量は、次表のとおりである。

第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成２４年 平成２５年

平成２４年１月
から１２月まで

平成２４年７月
から平成２５年
６月まで

平成２５年１月
から１２月まで

平成２５年７月
から平成２６年
６月まで

まあじ ５，０００トン ５，０００トン
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雑 報

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 若 干

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成２４年及び平成２５年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成２４年１月
から１２月まで

平成２５年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

３，５００トン ３，５００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成２４年及び平成２５年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成２４
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２４
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２５
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２５
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２４
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成２５
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項

平成２４年及び平成２５年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網漁
業 の う
ち、さわ
ら流し網
漁業及び
さごし、
めじか流
し網漁業

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る燧灘及び安
芸灘

平成２４年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

平成２５年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る伊予灘

平成２４年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

平成２５年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る宇和海

平成２４年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

平成２５年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため愛媛県資源管理指

針に基づく資源管理措置の着実な実施を推進するとともに、漁

業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく瀬

戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守され

るように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�愛媛県市町村職員共済組合公告
愛媛県市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成２４年度決算の要旨を公告する。

平成２５年６月２８日

愛媛県市町村職員共済組合

理事長 �須賀 功

損益計算書の要旨 （単位：千円）

経 理 区 分 短期 長期 預託金管理 業務 保健 宿泊 貯金 貸付 物資

負担金
４，３５２，７１０

１３，９３１，９０６ １５１，０９０
２４０，３６０

３３７，１４２
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掛金 ４，４６２，１７４ ７，２６９，８４０ １８１，３３４
３５３，５２５

収
施設収入・商品売上 ８９，８６０

受取手数料 １８，２８３

利息及び配当金 ９９ １７８，９６８ ９１ ９１ ４４ ８６７，０１６ ６０４ ４１１

組合員貸付金利息 １９５，４１８

入
その他収入 ４１６，１４５ ６２，６９２ １４８ ３８，８６０ ９０，４７１ ２５，９２４ ８６０

補助金 ６，１７６

他経理から繰入金 ２７，８２７ ２９，５００

前年度繰越支払準備金 ７３１，０７６

計 ９，９６２，２０４ ２１，２０１，７４６ １７８，９６８ ２４１，７００ ４２１，９３３ １５８，２６４ ９５７，４８７ ２２１，９４６ １９，１４７６９０，６７８ ６，１７６

給付 ４，６３３，１０１

役職員給与 １１５，９１４ １０，２９６ ４７，９０７ ２２，２２５ ８，８０８ ２，４１４

厚生費 １４１ １８５，４２４ ４３ ２９ １０６，１７１

特定健康診査等費 １８，７９８

支
旅費・事務費 ９，９８９ ４，３０８ １，６８５ ２，９００ ２，１９７ ６０９

商品仕入 ２９９

飲食材料費

委託費 ８，１２３ ９９ ４，６４９ ６３９ ７０ １５４

支払利息 １７８，９６８ ５２４，０９２ １６８，５６８ ８，０１５

連合会払込金・拠出金 ４９５，４０７ ９，８１２

前期高齢者納付金 １，９２３，３８１

後期高齢者支援金 １，６８２，０２１

老人保健拠出金 ６６

退職者給付拠出金 ４０５，９３４

出
介護納付金 ６９５，３９１

負担金払込金・掛金払込金 ２１，２０１，７４６

他経理へ繰入金 ２７，８２７ ２９，５００

その他支出 １１７，６０３ １０６，８９２ ２４，９５５ ９９，０５６ ２６，９６２ ２８，２３７ ４，４１７７６６ ５

次年度繰越支払準備金 ７３１，２９０

計 １０，０１６，６３０ ２１，２０１，７４６ １７８，９６８ ２４１，０５９ ２７３，３８０ １５３，６３９ ５７６，８４７ ２１７，７０２ １５，６０９６９６，１５７ ６，１７６

差引当期利益金又は当期損失金（△） △５４，４２６ ０ ０ ６４１ １４８，５５３ ４，６２５ ３８０，６４０ ４，２４４ ３，５３８△５，４７９ ０

貸借対照表の要旨

資
流動資産 ７６０，１４０ １，９２１，３７１ ３５３，９７８ ３９７，０２３ ４４３，７５１ ２３０，８８４ １９，１１５，６５７ ３００，４９９ ５６６，２９１

産
固定資産 ７，１４０，５８６ １，３２５ １０ ８５０，６７８ ３７，９４２，７２９ ６，９２４，２５８

繰延資産

資 産 合 計 ７６０，１４０ １，９２１，３７１ ７，４９４，５６４ ３９８，３４８ ４４３，７６１ １，０８１，５６２ ５７，０５８，３８６ ７，２２４，７５７ ５６６，２９１

負
流動負債 ３０，４２４ １，９２１，３７１ ５，１８５ ６，４０７ ６，１９６ ５２，８０３，８０６ １，３０４ １７，０６９２，９１６

債
固定負債 ７３１，２９０ ７，４９４，５６４ ２２９，３２９ ４１，５１６ ６５，６０１ ５７，９１３ ６，８３３，２０９ ４９６，２１４

負債合計 ７６１，７１４ １，９２１，３７１ ７，４９４，５６４ ２３４，５１４ ５０，８３９ ７１，７９７ ５２，８６１，７１９ ６，８３４，５１３ ５１３，２８３

資
資本剰余金 ９４５，４３２

本
利益剰余金又は欠損金（△） ３，５０９ １６３，８３４ ３９２，９２２ ６４，３３３ ４，１９６，６６７ ３９０，２４４ ５３，００８△５，０８３ ０

資本合計 △１，５７４ ０ ０ １６３，８３４ ３９２，９２２ １，００９，７６５ ４，１９６，６６７ ３９０，２４４ ５３，００８

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ７６０，１４０ １，９２１，３７１ ７，４９４，５６４ ３９８，３４８ ４４３，７６１ １，０８１，５６２ ５７，０５８，３８６ ７，２２４，７５７ ５６６，２９１

（注）短期経理の上段は短期、下段は介護に係るもの、保健経理の上段は保健、下段はメンタルヘルス対策事業に係るもの
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